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1――はじめに 

 

明治から昭和戦前までの主力商品は、近代的生命保険会社として 1881 年７月に創業された明治生

命（現明治安田生命）、1888 年３月に創業された帝国生命（現朝日生命）、1889 年７月に創業された

日本生命など、いずれも当初は終身保険であったが、明治後期には終身保険から養老保険への主力商

品のシフトが進んだ。 

すなわち、1890（明治 23）年の生保新契約販売は、終身保険が件数ベースで 83.0%、金額ベース

で 85.9%を占めたが、1895（明治 28）年には件数ベースで 52.8%、金額ベースで 59.1%と減少し、

翌 1896（明治 29）年には件数ベースで養老保険が 52.0%と逆転した。 

以降も主力商品のシフトは進展し、1910（明治 43）には養老保険が件数ベースで 82.1%、金額ベ

ースで 78.9%となり、1915（大正４）年以降、養老保険は件数ベースで９割を超えるに至った1。 

1916 年 10 月、官営小口生命保険として創設された簡易保険（現かんぽ生命）においても、当初は

終身保険の販売件数が５割を超えていたが、民間生命保険と同様、養老保険へのシフトが進んだ。 

戦後は、定期付養老保険、定期付終身保険の主力商品化を経て、現在の販売保険商品は医療保険、

がん保険などの第三分野商品も含め各社各様、多様性に富む。 

本稿では、昭和戦後の主力商品の変遷について紹介することとしたい。 

 

2――戦後の生保会社の復興 

 

第２次世界大戦の敗戦により、わが国の生保事業は、在外資産の喪失と政府の戦時補償の打ち切り

などにより壊滅的打撃を受けた。 

1945 年８月時点では、生保会社は 20 社（株式会社 17 社および第一、千代田、富国徴兵の相互会

                                                
1  小著「明治から昭和戦前の主力商品 終身保険から養老保険へ」『保険・年金フォーカス』、ニッセイ基礎研究所、2016

年４月。http://www.nli-research.co.jp/files/topics/52795_ext_18_0.pdf?site=nli 
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社３社。このほか、戦争危険の再保険を引き受ける生命保険中央会があり、1945 年４月協栄生命を合

併）となっていた。 

 各生保会社は経営再建に向け、「第二会社」を設立した。1947 年５月に日本生命株式会社が相互会

社を設立したのをはじめとして、ほとんどの会社が相互会社として再スタートした2。 

また、戦争により夫を亡くした女性などが営業職員として販売の担い手となり、月払の養老保険の、

加入後の保険料集金を前提とした販売（一定地域内での新契約募集と保険料集金を一体化した「デビ

ット･システム」）がメインとなった3。 

 

3――定期付養老保険の主力商品化と個人年金保険の販売 

 

1960 年代には、それまでの死亡保険金額と満期保険金額が同額の養老保険に代わり、養老保険に定

期特約を付加することで、死亡保障を大型化し、同一の死亡保険金額に対する保険料を低廉化した「定

期付養老保険」が主力商品となった。 

定期付養老保険の養老保険部分と全体の死亡保障金額の比率は、３倍型（たとえば、養老保険部分

100 万円、全体の死亡保障金額 300 万円）⇒５倍型⇒10 倍型⇒15 倍型（たとえば、養老保険部分 100

万円、全体の死亡保障金額 1500 万円）など、次第に高倍率化し、保障の大型化が進んだ4。 

なお、この間、一部の生保会社により終身保険や定期付終身保険も販売されていたが、1970 年代ま

では生保会社全体としての主力商品とはなっていなかった。 

また、1959 年の国民年金法制定などを受け、1960 年３月、明治生命(現明治安田生命)が戦後はじ

めて個人年金保険を発売し、個人年金保険料控除制度の創設（1984 年４月）と控除額の拡大（1990

年４月）さらには 2002 年 10 月銀行窓販開始などにより、販売件数は着実に増加した。 

 

4――外資系生保会社の進出 

 

1973 年２月、外資系生保会社としてはじめて、アリコジャパン（現メットライフ生命）が日本初の

本格的な無配当保険（定期保険、逓減定期保険、養老保険）により日本に進出した。 

1974 年 11 月には、アメリカンファミリー（アフラック）が日本進出２番目の外資系生保として、

日本初のがん保険を発売した。 

当時、がんは「死に至る病」と認識され、がん保険の日本市場への定着を危惧する声もあったが、

大方の予想に反し販売は急進展し、中小・外資系生保によるがん保険独占販売が続いた。 

2001 年１月には大手生保と損保の生保子会社に、2001 年７月には損保本体にがん保険、医療保険

などの販売が認められ、2014 年度にはがん保険の保有契約は約 2198 万件と、全人口の６人に１人が

                                                
2  『日本生命 70 年史』180～181 ページ、日本生命、1963 年１月、『日本保険業史・総説編』269～272ページ、保険研究

所、1968年 4月、『生命保険協会 70年史』469～471ページ、生命保険協会、1978年 12月。 
3  『日本生命 70 年史』226～228 ページ、前掲、『明治生命 100 年史』201～205 ページ、明治生命、1981 年７月。 
4  たとえば、日本生命の場合、1959 年７月に３倍型、1970 年 10 月に５倍型、1974 年８月に 10 倍型、1975 年９月に 15

倍型の定期付養老保険を発売している（『日本生命 70年史』年表、前掲）。 
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がん保険に加入しているという普及状況となっている5。 

さらに、アリコ・ジャパンは 1976 年２月から、日本初の医療保険（医療単品）として「疾病保険」

を発売した。 

当時販売されていた特約による入院保障においては、入院給付金日額は死亡保険金額の 1000 分の

３を上限としていた。一方、疾病保険は死亡保険金額を低く抑え、入院保障に特化した商品となって

いた。さらに当時販売されていた特約による入院保障においては、疾病入院については 20 日以上入

院が支給要件となっていた点に比べても、疾病保険の支給要件は８日以上入院と優位性を保っていた

［特約による入院保障は 1987 年４月から災害・疾病とも５日以上入院について５日目から支払う（４

日間不担保）方式に変更。現在の医療保険（特約）では、入院１日目から支払うタイプがほとんど］。 

2014 年度の医療保険の保有契約は約 3195 万件に達している6。 

 

5――定期付終身保険の主力商品化 

 

1980年代には、定期付養老保険に比べ、より低廉な保険料で高額な死亡保障を得られる商品として、

定期付終身保険が主力商品となった。 

 定期付終身保険では、当初、定期保険部分の保険期間が終身保険部分の保険料払込期間と同一の「全

期型」が主流であったが、定期保険部分の保険期間を終身保険部分の保険料払込期間より短く設定し、

より保険料を低廉化した「更新型」が主流となり、死亡保障の高額化・保険料の低廉化が進展した。 

 また、定期付終身保険においても、定期付養老保険と同様、終身保険部分と全体の死亡保障金額の

比率の高倍率化（10 倍⇒20 倍⇒30 倍など）や、終身保険部分について、保険料払込期間を終身とし

たり、契約当初の保険料払込金額を契約締結後一定期間経過後の保険料払込金額より低く設定する、

ステップ保険料払込方式が導入されるなど、保険料の低廉化が一層進んだ。 

 さらに、既存契約の責任準備金や積立配当金などを新契約の一時払保険料などとして充当する契約

転換制度の利用により、定期付養老保険から定期付終身保険への主力商品のシフトが一層進展した。 

当初、定期付終身保険は、終身保険部分による一生涯の死亡保障と、定期保険部分による一定期間

の上乗せ死亡保障を提供する商品で、特約による入院保障などを除き、その他の保障はほぼなかった。 

 これに対し、1988 年６月、日本生命は保険料払込満了後の終身死亡保障に代えて、介護保障、年金

保障、死亡保障を自由に組み合わせて保障内容を選択できるレインボープランを発売した。定期付終

身保険の保険料払込満了後の保障内容の自在性を拡充する制度であり、各社は一斉に追随した。 

さらに、1992 年２月、アリコ・ジャパン（現メットライフ生命）、同年４月日本生命は、所定のが

ん・心筋梗塞・脳卒中に罹患した場合に保険金を支払う「生前給付商品」として、３大疾病保障保険

（特定疾病保障保険）を発売した（1991 年 12 月同時認可、最高保険金額は 2000 万円）。なお、1995

年10月、 第一生命が心臓ペースメーカーの装着や人工透析などを保障する疾病障害特約を発売した。 

                                                
5  小著「わが国におけるがん保険の発展」『生命保険経営』第 82 巻第４号、2014 年７月、『平成 27 年度版 インシュアラ

ンス生命保険統計号』、保険研究所、2015 年 11 月。 
6  小著「わが国における医療保険の発展」『生命保険経営』第 82 巻第５号、2014 年９月、『平成 27 年度版 インシュアラ

ンス生命保険統計号』前掲。 
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 1992 年 10 月には、プルデンシャル生命が余命６か月と診断された場合に保険金を支払う生前給付

商品として、リビング・ニーズ特約を発売した（最高 3000 万円まで）。 

 ３大疾病保障保険（特定疾病保障保険）は、当初単品商品として主力商品である定特付終身とセッ

ト販売され、以降、単品商品または特約として、ほとんどの会社が追随発売し、リビング・ニーズ特

約も含め定期付終身保険の標準装備となった。 

 

6――現在の主力商品 

 

現在では、（表）「販売商品の変遷」のとおり、定期付終身保険の販売は減少しており、各社がそれ

に代わる主力商品として、さまざまなタイプの商品を販売している。 

ひとつは、低金利による予定利率の引き下げなどを受け、従来の保険について、積立部分と保障部

分とに分離し、積立部分の予定利率を一定期間ごとに見直す「利率変動型終身保険」である。 

 保険料払込期間中は積立金を蓄積し、保険料払込期間満了後は積立金により終身の死亡保障などを

確保する仕組みで、死亡保障や医療保障などを自在に組み合わせる形が一般的となっている。 

さらに、これまで定期付終身保険の特約として販売されてきたさまざまな商品を単品化し、顧客の

保障ニーズに応じて自在に組み合わせることができる「組立型」の商品も販売されている。 

 2014 年には、個人保険・個人年金の合計販売件数は約 1662 万件に達し、うち医療保険が 23.0%、

終身保険が 20.9%、がん保険が 10.7%を占めており、保障内容の多様性が進んでいる。 

 

（表）販売商品の変遷 

                                件、% 

 養老 定期付養老 終身 定期付終身 利率変動

型終身 

医療保険 がん保険 個人年金 合計 

1980 年 2,208,172 

(19.8) 

3,156,276 

(28.2.) 

615,814 

( 5.5) 

(不詳)   － (不詳) (不詳) 166,563 

( 1.5) 

11,174,142 

(100.) 

1990 年 2,211,803 

(15.9) 

591,889 

( 4.3) 

3,353,018 

(24.1.) 

(不詳)  － (不詳) (不詳) 2,110,085 

(15.2) 

13,885,948 

(100.) 

2000 年 878,767 

( 8.3) 

150,959 

( 1.4) 

1,508,833 

(14.3) 

1,814,729 

(17.1) 

 － 2,745,537 

(25.9 

1.493,636 

(14.1) 

868,981 

( 8.2) 

10,583,218 

(100.) 

2010 年 1,757,239 

(12.4) 

22,323 

( 0.2) 

3,038,794 

(21.4) 

390,548 

( 2.7) 

463,881 

( 3.3) 

3.349,006 

(23.6) 

1,352,017 

( 9.5) 

1,427,331 

(10.0) 

14,203,818 

(100.) 

2014 年 1,347,313 

( 8.1) 

2,639 

( 0.0.) 

3,476,758 

(20.9) 

158,441 

( 1.0) 

310,948 

( 1.9) 

3,815,282 

(23.0) 

1.774,541 

(10.7) 

1,569,714 

( 9.4.) 

16,620,377 

(100.) 

（出典）インシュアランス「生命保険統計号」各年度版より筆者作成。 

 


